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研究成果の概要（和文）：　本研究では、中国経済がいま「二重の罠」（「中所得国の罠」と「体制移行の罠」）に囚
われているとする仮説に基づき、そこから脱出するためには、制度改革、イノベーションの促進と社会的公正の実現が
必要不可欠であるとする立場から、実証研究を進めた。
　新たに得られた知見は以下の３点である。（１）現行システムは、さまざまな負の側面を顕在化しつつあり、新たな
成長戦略とそれに呼応した制度改革が必要不可欠となっている。（２）新たな成長戦略の二本柱である「新型都市化」
政策と「一帯一路」構想には、多くの課題が残されている。（３）現行のシステムの抜本的改革より漸進的改革の方が
、安定的成長軌道への移行を容易にする。

研究成果の概要（英文）： Based on the hypothesis that China is caught in so called "Dual Trap"(middle 
income trap and system transition trap), our research focus on the sustainability of China's economic 
system.
 We can get the following three new findings.(1) The present economic system has been eroded by several 
problems, then new growth strategy and new economic system which is suitable to the new strategy are 
needed. (2) The new urbanization policy and the new Silk Road strategy are proposed by government, but 
both have a lot of problems.(3) Gradual reform is better than radical reform for soft landing to the 
sustainable steady growth path.

研究分野：中国経済
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１．研究開始当初の背景 
  1978 年の改革開放以来、高度成長を続け
てきた中国だが、近年、成長率の鈍化がしだ
いに明らかになりつつある。中国経済に現れ
た「変調」は、世界経済のゆくえにも大きく
影響を与えるまでになっているが、中国経済
の今後の行方を考えるとき、かつての高度成
長が今後も継続することは考えにくい。中国
は粗放型の高度成長から内需主導による内
包型の発展パターンへの転換を通じて、安定
成長へのソフト・ランディングを目指してい
る。しかし、環境問題や所得格差の拡大はも
とより、高度成長の下で隠されてきたさまざ
まな構造的な問題、たとえば地方政府による
累積負債など、克服すべき課題は決して少な
くない。 
本研究では、こうした問題意識をもとに、
中国がいま「二重の罠」（「中所得国の罠」と
「体制移行の罠」）に囚われているとする仮
説に基づき、制度改革、イノベーションと社
会的公正の実現が「二重の罠」を脱出する有
効な手段となるとの立場から、実証研究を進
めることにした。 
本研究が注目した「二重の罠」とは、以下
のとおりである。まず「中所得国の罠」とは、
低所得国が経済発展を進めて中所得国レベ
ルに到達したあと、成長が鈍化してしまう現
象をさす。他方、「体制移行の罠」とは、徹
底した市場化改革により不利益を生じる既
得権層の抵抗により、制度改革が頓挫してし
まっている現象をさす。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、中国が高度成長から安定
成長への移行を進めるにあたり、それを阻害
する要因はなにか、その要因を克服するため
には、どのような制度改革や政策が必要とさ
れているのかを、実証的に明らかにすること
である。本研究がとくに注目したのは、制度、
イノベーションと社会的公正の実現の三つ
の側面であるが、イノベーションは「中所得
国の罠」の克服のカギを握るし、社会的公正
の実現は「体制移行の罠」を脱出するために
必要不可欠と考えられる。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法的特徴の第一は、制度との関
わりに注目して実証研究を進めたことであ
る。本研究の研究代表である加藤弘之は、中
国の経済システムの特徴を「曖昧な制度」（高
い不確実性に対処するため、個人の自由度を
最大限に保証し、経済効率を高めるように工
夫された中国独自の制度）という概念で捉え
た。「曖昧な制度」がいかに機能しているの
かを実証的に明らかにすることを通じて、新
たな制度改革や政策の有効性を吟味しよう
としたところに、本研究の特徴がある。 
なお、「曖昧な制度」については、加藤弘
之『中国経済学入門―「曖昧な制度」はいか
に機能しているか』（名古屋大学出版会、2016

年 3月）において全面的に検討を加えた。 
 本研究の第二の特徴は、公開されている中
国企業の大規模個票データや現地調査で得
られたミクロデータなどを駆使して、計量的
な手法による実証研究を進めたところにあ
る。制度や政策の有効性を計量的手法で実証
することは容易ではないが、本研究ではそう
した困難さに正面から挑んでいる。 
 
４．研究成果 
 本研究によって得られた研究成果の一部
は、加藤弘之・梶谷懐編『二重の罠を超えて
進む中国型資本主義－「曖昧な制度」の実証
分析』（ミネルヴァ書房、2016 年 3 月）とし
て出版した。この他にも、査読付き論文が合
計８本を発表し、研究代表および研究分担者
の単著、共著、共編著を合計 7冊、この期間
に刊行した。本研究の研究成果はそれらの論
文や書籍にも反映されている。 
 上記すべての研究成果を網羅的に叙述す
ることはできないので、前記の加藤・梶谷編
に掲載された実証論文の内容を、章別に簡潔 
にまとめておく。 
Ⅱ部構成の第Ⅰ部「中所得国の罠を超え
て」（都市化、産業構造の高度化とイノベー
ション）では、「中所得国の罠」からの脱出
にかかわる論点として、戸籍制度の改革、地
方政府の産業構造高度化の試み、イノベーシ
ョンの現状を制度、政策の両面から実証的に
分析する。 
第Ⅱ部「体制移行の罠を超えて」（民営化、
格差と社会的公正）では、不徹底に終わって
いる体制改革の現状をどう評価するかにか
かわる論点として、民営化、市場化と制度化
の相互関係、労働分配率の変化や国有企業改
革の現状から見た「国進民退」の評価、所得
格差と主観的幸福度や不満意識の関係など
のトピックを取り上げる。以下、各章の実証
課題と主要な結論をまとめておく。 
 第 1章「戸籍制度改革と農民の市民化」で
は、長年にわたって都市と農村とを峻別する
役割を果たしてきた戸籍制度の改革の大き
な流れを概観した後、上海市を事例に取り上
げ、都市住民と農民工という「新型二重構造」
が出現したこと、農民工の市民化を進めるた
めの課題がどこにあるかを整理する。そして、
中小都市での戸籍制度改革が成功したとし
ても、大都市では短期的な改革の成果は望め
ないので、大都市への人口集中を抑制し、秩
序だった都市化の進展が必要だと主張する。 
 第 2章「農村都市化と集団経済の変容―郷
鎮と村の関係をいかに捉えるか」では、中国
型資本主義を特徴づける地方政府間競争の
メカニズムの、これまでほとんど議論されて
こなかった論点として、郷鎮政府と村政府と
の関係に焦点を当てる。郷鎮政府と村政府と
は、政府間関係の側面と国家・社会関係の側
面の両面を併せ持つ「曖昧な」関係にあり、
法律面での規定も不明確である。農村部を巻
き込んだ都市化が急進展する中で、郷鎮政府



が上級政府からの指令をいかに村長に遵守
させるのか、自治組織の代表としての村長が
集団経済である村の利益をどのように確保
しているのかを、広東省の具体的な事例を取
り上げて検討している。 
第 3章「地方政府間競争の持続可能性：財
政支出競争に焦点を当てて」では、中国型資
本主義の特徴の一つである地方政府間競争
のメカニズムの持続可能性を論じている。地
方政府間で繰り広げられている支出競争の
セッティングとその財源確保のために様々
な方法が駆使されている現状について整理
した上で、浙江省の県レベルの財政支出デー
タを用いて、公共支出項目が近隣県どうし相
互に影響を与えているかどうかを実証した。
実証結果によれば、公共安全や交通などの支
出項目は強い相互依存関係が見られたが、教
育や社会保障などの支出項目では有意な結
果が得られなかった。この分析結果は、短期
的な成果を求める「政績」制度が依然として
財政支出行動に影響を与えていることを示
唆するものである。 
 第 4章「産業構造の高度化と産業政策―在
来産業の高度化を中心に」では、浙江省と江
蘇省に立地する繊維・アパレル企業で実施し
たアンケート調査をもとに、産業構造高度化
を支援するための各種産業政策を比較的多
く享受している企業がどのような特徴を有
しているかを、計量的手法を用いて分析した。
分析結果によれば、①多くの政策が比較的少
数の企業に集中する傾向にあること、②大企
業や老舗企業、自主ブランドを持つ企業が相
対的に多くの産業政策を享受する傾向にあ
ること、③企業の研究開発強度は産業政策の
享受の多寡を説明する要因になっていない
こと、④浙江省に立地する企業は江蘇省に立
地する企業よりも、他の条件が等しい場合に
は、産業政策の享受の度合いが低いことが明
らかにされた。 
第 5 章「中国広東省の産業構造高度化―
NIEs 論と「世界の工場」論を超えて」では、
省レベルで最大の経済規模を誇る広東省を
事例として、産業構造の高度化を目指す現地
政府の政策的取り組みと構造変化の実態を
分析した。国内他地域と比べて「一歩先に進
んだ」制度運用が許され、NIEs に次ぐ「第五
の龍」として頭角を現し、「世界の工場」へ
と成長した広東省だが、世界金融危機以降に
現れた内外の経済環境の変化に対応して、か
つての成長モデルからの脱却を目指し、産業
構造高度化への動きを強めている。 
第 6 章「技術開発環境と R&D―電機・電子
産業のケース」では、電機・電子産業を対象
に、業種ごとの技術格差に注目することで、
技術開発環境がR&D投資に与える影響を分析
した。分析結果によれば、技術水準の向上の
余地が大きい業種ほど、地場産業は R&D 投資
を行う傾向にある。技術移転や模倣ばかりで
はなく、R&D 投資によって技術的な格差を埋
めようとする動きも見られることは、地場産

業が停滞に陥ることなく成長を実現する可
能性があることを示唆するものである。 
 第 7章「民営化、市場化と制度化の連鎖関
係―民営化は市場の発展に必要か」では、民
営化、市場化と制度化の連鎖関係に焦点を当
て、省別パネルデータを用いた計量分析を行
い、中国の民営化の発展過程とその特色を明
らかにした。主たる分析結果とその政策的含
意は以下の通りである。①市場化が民営化に
及ぼす影響は、民営化が市場化に影響よりも
はるかに強力であった。このことは、旧ソ連
のショック療法とは異なり、中国が採用した
漸進的市場化が有効性を持つことを強く示
唆している。②制度化は、市場化と民営化の
両方にプラスに働くが、その効果は必ずしも
有意ではなく、制度化水準が高いと市場化、
民営化がかえってゆっくり進むことが統計
的に検証された。「制度化の相対的後進性」
（「曖昧な制度」）が、市場化と民営化を促進
したかどうかについては検討の余地がある
にせよ、少なくとも市場化、民営化の大きな
障害とはならなかったことが示唆される。 
第 8章「労働分配問題からみた『国進民退』
―所有制と格差問題」では、異なる所有制間
での労働分配率の格差という観点から、「国
進民退」概念を捉え直す。傾向スコアを用い
た格差分解の手法を用いて、国有部門と非国
有部門の労働分配率の格差を測定すると、た
しかに国有部門労働者への優遇は存在する
が、それは「国進民退」以前より存在してい
た。国有部門労働者への優遇は、国有企業の
資本集約化と産業における偏りから生じた
ものであり、その大部分は国有企業の付加価
値の上昇で説明できるが、今後は労働分配を
めぐる問題がより深刻になると予想される。 
第 9章「国有企業と市場の質：体制移行の
罠をもたらす制度と実態をさぐる」では、公
有制をめぐる思想、国有企業のあり方を規定
する制度、政策の変遷について概観したあと、
競争的市場における国有企業の存在が市場
の歪みをもたらす原因となっているか否か
を、エアコン、テレビ、携帯電話を取り上げ
て実証的に検討した。実証結果によれば、健
全な競争が維持されている市場がある一方、
一部の市場では過剰な価格競争と提供され
る財の便益が劣化していることが確認でき
た。 
第 10「『国進民退』と企業ダイナミクス」
では、1998 年～2006 年の大規模工業企業デ
ータを用いて、「国進民退」が出現したとさ
れる時期に何が起きていたかを検証した。分
析結果によれば、①国有企業の市場退出や民
営化が停滞することはなかったこと、②国有
及び国有支配企業の生産シェアや資産シェ
アが高い地域で民間企業の参入率や生産性
が低い傾向が観察されたが、それは新しいこ
とではなかったこと、③国有・民間の生産性
格差は縮小し、国有支配企業の生産性がきわ
めて高くなったことが明らかになった。 
第 11 章「中国企業の対米投資―摩擦・軋



轢の争点は何か」では、中国企業の最大の投
資先である米国向け対外投資を取り上げ、そ
こに現れた投資摩擦の事例研究を通じて、中
国型資本主義の特徴を考察した。活発化する
中国企業の対米投資は、産業構造の高度化や
イノベーションの促進効果を持つと同時に、
新たな事業展開のための資金調達ルートに
もなっている。一方、国有企業や政府と関わ
りが深い民営企業による投資は、しばしば安
全保障の脅威として摩擦・軋轢の原因とされ
るとともに、既得権益の増長や汚職・腐敗の
契機となり得る可能性を内包している。 
 第 12 章「都市部における所得格差と主観
的幸福度」では、所得格差、所得水準と主観
的幸福度に関する実証研究をサーベイした
後、中国家計所得調査プロジェクトの個票デ
ータを用いて、都市部における所得格差が主
観的幸福度に与える影響についての計量分
析を行った。分析結果によれば、国有部門と
非国有部門の賃金格差が大きければ主観的
幸福度が低下すること、経済成長による一人
当たりGDPの上昇は幸福度に有意な影響を与
えていないが、地域内の所得格差が高いほど
幸福度が低下することが明らかになった。 
 第 13 章「農民の所得格差拡大に対する寛
容」では、所得格差拡大を寛容する個人の行
動をモデル化したトンネル効果を推計式に
応用して、四川省農村調査のミクロデータを
用いて、住民の所得格差拡大に対する寛容を
計量分析した。分析結果によれば、将来の所
得増大の期待を抱いていれば、農民は所得格
差拡大に寛容でいられるが、他の村民の消費
上昇に嫉妬し、干ばつによる所得減少は問題
視する。ここから導かれる政策的含意は、農
村住民に対して所得上昇を期待させる政策
を継続して実施できるかどうかが重要だと
いうことである。  
 終章「どこへ向かう中国型資本主義」は、
本書のまとめの章である。前章までの実証研
究の成果を踏まえ、「新常態」をめざす中国
のマクロ経済の動向、格差・腐敗問題への対
応の現状と問題点などを整理した上で、「二
重の罠」を超えて持続的な成長を行うために
必要とされる新たな成長戦略として、シルク
ロード経済圏と新型都市化政策を取り上げ、
批判的に検討する。そして、徹底した市場化
改革が必要かつ望ましいとしても、中国はな
お既存の経済システムをもとに漸進的な改
革を続けざるを得ないことを示す。 
以上の実証研究は必ずしも統一した知見
を示しているわけではないが、実証結果をあ
えて総合すれば、本研究で得られた知見は以
下の３点にまとめることができる 
（１）中国に高度成長をもたらした現行の経
済システムは、しだいに負の側面を顕在化し
つつあり、新たな成長戦略とそれに適合的な
制度改革が必要不可欠となっている。 
（２）新たな成長戦略の二本柱である「新型
都市化」政策と「一帯一路」構想は、期待さ
れているほどには成果を上げておらず、実現

に向けた課題も多く残されている。 
（３）安定した成長軌道への移行を実現する
ためには、現行の経済システムの抜本的改革
ではなく、現行のシステムを残しつつ、漸進
的な手法で制度改革を進めることが望まし
い。 
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